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芥川特定都市河川指定について

指定河川：一級水系淀川水系芥川等
（支川：女瀬川、真如寺川、東山川、西山川、田能川を含む）
指定者：国土交通大臣
関係府市：大阪府、高槻市、京都府、京都市
令和7年度中に特定都市河川指定に向け検討中。

：指定を行おうとする河川（国管理）
：指定を行おうとする河川（府管理）
：指定を行おうとする流域
：行政界

芥川特定都市河川流域

①特定都市河川浸水被害対策法
・都市部の河川流域における浸水被害対策の新たなスキームとして平成15年に
制定。
・全国各地で水災害が激甚化・頻発化したことを受けて、あらゆる関係者が協働
して取り組む「流域治水」の実効性を高める法的枠組みとして、令和３年に改正。

②雨水浸透阻害行為の許可
田畑等の土地が開発され、雨水が地下に浸透せず河川に直接流出すること
により水害リスクが高まることがないよう、一定規模以上の開発について、貯
留・浸透対策を義務付け。
対象：公共・民間による1,000㎡以上の雨水浸透阻害行為

③特定都市河川指定から対策実施までの流れ
特定都市河川指定後、流域の関係者で構成する「流域水害対策協議会」を
設置し、浸水被害防止の対策等をまとめた「流域水害対策計画」を策定
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※赤字は令和3年法改正により新たに追加された事項
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【河川整備】
・河道掘削
・遊水地の整備
・排水機場の整備

【下水道整備】

【流出抑制対策】
・雨水浸透阻害行為の許可
・雨水貯留浸透施設の整備
・田んぼダムの取組
・ため池の活用

【保全調整池の指定】

【浸水被害防止区域の指定】

【貯留機能保全区域の指定】
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【特定都市河川の指定を検討している河川の状況】



流域水害対策協議会の設立

流域水害対策計画（策定）

■流域水害対策計画の検討

・計画期間 : 20～30年

・基本方針 : 浸水被害対策の基本的な考え方を明示

・目標降雨 : 内・外水を区別せず新たに設定

・都市浸水想定（はん濫域の設定) 

・河川整備に関する事項 

・下水道の整備に関する事項

・各主体が行う施設整備に関する方針

・水害に強いまちづくりの方針 など

指定後すみやかに

国交省 流域水害対策協議会

★特定都市河川浸水被害対策法
施行条例
→標識の設置

★市税条例
→固定資産税の減免

議会報告

条例制定・改正

雨水浸透阻害行為の許可

★雨水貯留浸透施設の設置義務付け

→流域内の1,000㎡以上の行為

高槻市

「流域治水」の実効性を高め、流域

関係者の協働による水害に強い地域

づくりの実践計画の策定や実施等に

係る連絡調整を行う

対策の実施

合意
（流域治水協議会）

法定意見聴取

指定・公示

事前合意
（国・府・市）

施行

特定都市河川の指定に向けた検討状況 高槻市

特定都市河川の指定に伴う手続きのながれ

■条例制定・改正

■雨水浸透阻害行為の審査

周知開始

■周知

流域内の宅地等※１以外の土地で行う
1,000㎡以上の雨水浸透阻害行為（土地
の締固めや開発などにより雨水が染み
込みにくくなる行為）には、中核市等
の長の許可が必要となる。

＜方法＞ 市広報誌、HP、窓口配架
＜チラシの作成＞国交省に依頼

〇標識の設置
（法第38条、法第45条、法第54条関係）

〇固定資産税の減免
（地方税法付則、地方税法施行規則）

（法第30条関係）

【主な検討・調整事項】
〇事務量の把握
・事務内容や審査対象件数の確認

〇審査体制の検討
〇手引き・申請書等様式作成

【主な検討・調整事項】
〇制度内容の確認
〇関係課協議（法務、税制関係部署）

雨水浸透阻害行為の例
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